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１．当四半期決算に関する定性的情報 

(１) 経営成績に関する説明 

当第 2四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、第 2次安倍改造内閣の掲げる経済政策「アベノ

ミクス」のデフレと円高の是正を企図した大胆な金融政策と機動的な財政出動を背景に企業収益は改善

基調にあるものの、足元の景況感は消費税増税後の個人消費の落ち込みや円安によるコスト増などの影

響で足踏み状態にあります。 

    医薬品業界におきましては、平成 25 年 4 月に厚生労働省から「後発医薬品のさらなる使用促進のた

めのロードマップ」が公表され、ジェネリック医薬品の数量シェアを平成 30 年 3 月までに 60％以上と

する目標とその実現に向けた取り組みが示されたことによって、ジェネリック医薬品市場は拡大してお

り、今後も数量ベースでは更なる成長が予想されます。その一方で、本年 4月の薬価基準の改定は初収

載薬価の引き下げや価格帯集約など、これまでの改定に比べて厳しい内容になっており、各製薬メーカ

ーには今後一層の効率化、経営努力が求められることになります。 

このような環境下で、当社グループは、｢信頼できるジェネリック医薬品」の普及に貢献するべく、

新薬メーカーとして培ってきた「安心と安全」への取り組みをベースとして、ジェネリック医薬品の高

品質維持と安定供給確保、並びに、生産性及び効率性の向上への取り組みを、より一層推し進めてまい

りました。 

その一環として、本年 3月には子会社日本薬品工業株式会社つくば工場において全面免震構造の新製

造棟が竣工し、6 月より本格稼働を開始いたしました。また、昨年 7 月には物流センターを免震構造倉

庫に移転するなど、医薬品の安定供給体制を確立してまいりました。 
 

（医薬品事業） 

医薬品事業の業績はジェネリック医薬品の売上が前年同期比 18.4％の増収となったことにより、医

薬品事業全体の売上高は 17,079 百万円（前年同期比 14.6％増）、営業利益は１,710 百万円（前年同期

比 4.8％増）となりました。 
 

（その他） 

主に受託試験事業、ヘルスケア事業及び不動産賃貸事業である「その他」の事業の業績は、引き続き

市場競争の激化により売上高は 393 百万円（前年同期比 26.7％減）となり、営業利益は 9百万円（前年

同期比 66.4％減）となりました。 
 

以上の結果、当第 2四半期連結累計期間の売上高は 17,472 百万円（前年同期比 13.1％増）、営業利益

は 1,719 百万円（前年同期比 3.6％増）、経常利益は 1,680 百万円（前年同期比 4.9％増）、四半期純利

益は 1,045 百万円（前年同期比 1.0％増）となりました。 
 

 

(２) 財政状態に関する説明 

①資産、負債及び純資産の状況 

1)資産 

流動資産は前連結会計年度末に比べて 944 百万円増加し、24,745 百万円となりました。これは、主

に受取手形及び売掛金の増加によるものです。 

固定資産は前連結会計年度末に比べて 542 百万円増加し、16,844 百万円となりました。 

この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて 1,485 百万円増加し、41,591 百万円となりました。 

2)負債 

流動負債は前連結会計年度末に比べて 378 百万円減少し、14,629 百万円となりました。これは、主

に支払手形及び買掛金の減少によるものです。 

固定負債は前連結会計年度末に比べて 1,107 百万円増加し、12,703 百万円となりました。これは、

主に長期借入金の増加によるものです。 

この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べて 728 百万円増加し、27,333 百万円となりました。 

3)純資産 

純資産合計は前連結会計年度末に比べて 756 百万円増加し、14,258 百万円となりました。これは、

主に四半期純利益の計上により利益剰余金が 615 百万円増加したことによるものです。 

日本ケミファ㈱（4539）平成27年3月期 第2四半期決算短信

2



 

②キャッシュ・フローの状況 

当第 2四半期連結累計期間における連結ベースの現金及び現金同等物は、営業活動により 208 百万円

増加いたしました。また投資活動においては 1,001 百万円の減少、財務活動においては 602 百万円の増

加となりました。 

この結果、当第 2四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は 5,373 百 

万円（前年同期比 38.7％減）となりました。 
 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第 2四半期連結累計期間において、営業活動による資金は売上債権の増加及び仕入債務の減少並び

に法人税等の支払があったものの、主に税金等調整前四半期純利益により、208 百万円の増加（前年同

期は 848 百万円の増加）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第 2四半期連結累計期間において、投資活動による資金は主に固定資産の取得により、1,001 百万

円の減少（前年同期は 168 百万円の減少）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第 2四半期連結累計期間において、財務活動による資金は長期借入金の返済及び配当金の支払があ

ったものの、主に長期借入れにより、602 百万円の増加（前年同期は 1,706 百万円の増加）となりまし

た。 
 

 

(３) 連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

現時点におきましては、平成 26 年 5月 9日に公表した業績予想を変更しておりません。 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する情報 

(１) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 
該当事項はありません。 

 
 

(２) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。 
 
 

(３) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

    「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第 26 号 平成 24 年 5 月 17 日。以下、「退職給付会

計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針（企業会計基準適用指針第 25 号 平

成 24 年 5 月 17 日。以下、「退職給付適用指針」という。）を退職給付会計基準第 35 項本文及び退職

給付適用指針第 67 項本文に掲げられた定めについて第 1 四半期連結会計期間より適用し、退職給付

債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定

式基準へ変更するとともに、割引率の算定方法を変更いたしました。 

  退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第 37 項に定める経過的な取扱いに従っ

て、当第 2四半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う

影響額を利益剰余金に加減しております。 

  この結果、当第 2 四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が 39 百万円増加し、利益剰余

金が 25 百万円減少しております。また、当第 2 四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金

等調整前四半期純利益はそれぞれ 7百万円増加しております。 
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(４) 四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

当第 2四半期連結累計期間（自 平成 26 年 4 月 1日 至 平成 26 年 9 月 30 日） 

該当事項はありません。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 
当第 2四半期連結累計期間（自 平成 26 年 4 月 1日 至 平成 26 年 9 月 30 日） 

該当事項はありません。 

 

（セグメント情報等） 

前第 2四半期連結累計期間（自 平成 25 年 4 月 1日 至 平成 25 年 9 月 30 日） 

1)報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 
(単位：百万円) 

 
報告セグメント その他 

(注)1 
合計 調整額 

四半期連結損益

計算書計上額

(注)2 医薬品事業

売 上 高  
外部顧客に対する売上高 14,908 536 15,445 ― 15,445

セグメント間の内部売上高又は振替高 16 73 89  △ 89 ―

計 14,924 610 15,535  △ 89 15,445

セグメント利益 1,630 28 1,659 ― 1,659

(注) 1.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、安全性試験の受託等、ヘルスケア事業及
び不動産賃貸事業を含んでおります。 

2.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
 

当第 2四半期連結累計期間（自 平成 26 年 4 月 1日 至 平成 26 年 9 月 30 日） 

1)報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 
(単位：百万円) 

 
報告セグメント その他 

(注)1 
合計 調整額 

四半期連結損益

計算書計上額

(注)2 医薬品事業

売 上 高  
外部顧客に対する売上高 17,079 393 17,472 ― 17,472

セグメント間の内部売上高又は振替高 7 13 20  △ 20 ―

計 17,086 406 17,493  △ 20 17,472

セグメント利益 1,710 9 1,719 ― 1,719

(注) 1.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、安全性試験の受託等、ヘルスケア事業及
び不動産賃貸事業を含んでおります。 

2.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

 

(５) 重要な後発事象 

当第 2四半期連結累計期間（自 平成 26 年 4 月 1日 至 平成 26 年 9 月 30 日） 

該当事項はありません。 
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